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ショートコメントvol.15 （2013 年 10 月 1 日） 
 

 

 
テーマ：最近の賃金動向と消費増税による影響について 

① 最近の賃金動向 

景気の持ち直しが進むなか、失業率や求人倍率といった

雇用関連指標の改善もみられますが、賃金については芳し

くない動きが続いています。毎月勤労統計で賃金の動向を

みると、全国的には１人当たりの現金給与総額が前年を上

回る月もみられるものの、大阪は依然として下回ったまま

です（図表１）。さらに、定期給与※についても、最悪の状

態は脱しつつあるものの、マイナスの動きが続いています

（図表２）。消費への影響を考えた場合、やはり月給の継続

的な増加が不可欠なことから、この定期給与の減少は見過

ごせないとみられます。 
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図表１　現金給与総額の推移（前年比）（％）

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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図表２　定期給与の推移（前年比）（％）

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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図表３　雇用者所得の推移（大阪、前年比）（％）

※雇用者所得＝雇用指数×賃金指数（現金給与総額）

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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図表４　景気ウォッチャー調査・現状判断ＤＩの推移（ＤＩ）

※50を上回ると「景気が上向いている」ことを示す

（出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」

 

 

 

（※「定期給与」…きまって支給する給与。所定内給与に超過

労働手当などを加えたもので、これにボーナスなどを加えると

現金給与総額となる） 

もちろん、これはあくまでも平均額の話で、それを補う

だけの雇用者の増加があり、雇用者所得全体が増えていれ

ば問題ないとの見方もありますが、大阪は一進一退の動き

が続いていることから（図表３）、やはり厳しい見方になら

ざるを得ません。 

 足元では景気ウォッチャー調査の現状判断ＤＩが５か月

連続で下がり続けるなど、景気の回復感が薄れつつあり（図

表４）、先行きの不透明感も明らかに高まっています。また、

大企業と中小企業との間の業況の格差も縮まる気配がみら

れず、これらが今後も全体的な賃金の増加を遅らせる一因

となりそうです。 

 

② 消費増税による影響 

 こういった状況を踏まえれば、来年４月に予定されてい

る消費増税の影響は予想以上に大きくなることが懸念され

ます。一般的には、駆け込み需要の反動減が一巡すれば、

緩やかな増加トレンドに戻るとの見方も少なくありません

が、これは増税後も所得環境の改善が続くことが前提とな

ります。今の所得の推移をみる限り、特に関西に関しては



そこまで楽観視はできないというのが実情ではないでしょうか。景気全体が厳しくなる中で、仮に企業

向けの減税策が実行されたとしても、どこまで賃金の増加につながるかは不透明です。 

一方、増税後の消費の動きについては、来年の４月を待つまでもなく、今年度中にある程度は把握で

きると考えられます。というのも、増税決定後は駆け込み需要が発生する一方、所得不安などの上昇に

伴って節約志向も強まるとみられるからです。これは、景気ウォッチャー調査の直近の結果にも表れて

いますが、住宅、大型家電、自動車などで駆け込み需要が発生する一方、食料品や衣類、家事用品とい

った生活必需品などでは、単価の低下や売上の減少が進む恐れがあります。後者はまさに増税後に消費

を押し下げる要素とも重なるため、この動きがどの程度大きくなるかによって、来年４月以降の趨勢が

占えるのではないでしょうか。 

 前回（1997年）の消費増税は所得の増加局面で行われており、減少下は今回が初めてという見方もで

きます。所得減少下での増税は、予想以上に消費への影響が大きくなる可能性があるため、その手当て

としての景気対策についても、所得や消費の減少への配慮が必要となりそうです。 
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